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１．改正事項等

Ｐ○○

Ｐ○○

自動車特定整備事業業務資料

自動車検査員 業務資料



指定工場（大型）の最低工員数の緩和（R7.7.8施行）

Ｐ９５、Ｐ２９３



自動運転車の検査員要件の強化（R11.4.1施行）

Ｐ９５



整備主任者等のオンライン研修・講習の解禁

⚫ 法令により義務付けられている「整備主任者研修」及び「自動車検査員研修」は、対面による実施
が原則とされている

⚫ また、自動車整備士養成施設における「講習」も対面により行わなければならない

背景

事業者からのご意見等

⚫ 他業種において広く行われている「オンライン方式」を解禁すべき

⚫ オンラインによる研修・講習の解禁により、講師及び受講者双方にとって柔軟な対応が可能となり
、人材の効率的な活用が可能となる

改正概要（通達）

⚫ 「整備主任者研修」、「自動車検査員研修」のうち、座学についてオンライン方式を可とする

⚫ 自動車整備士養成施設における「座学講習」について、オンライン方式を可とする
（実技講習は、引き続き、対面で実施）

ライブ配信形式 サテライト配信形式 動画配信形式
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Ｐ９７



⚫ 近年、自動車ユーザーの使用の形態が多様化しており、ユーザーの嗜好により追加等をする

オプションパーツを取り付けた際の新車及び中古車の新規検査手続きに時間がかかる

背景

⚫ 新車においては、登録後まで自動車部品を取付られず、ユーザーへの納車に時間
を要する

⚫ 支払いも済ませ車の登録は終えているのに、乗れないという状況になっている。また
、実際に乗っていない期間にも税金がかかってしまう。

⚫ 指定整備事業者においては、中古車に対して「指定部品」が取り付けられた車両に
対して、保安基準適合証を交付することができず、持込検査を行わないといけない

⚫ 保安基準適合証を交付することができず、中古新規OSS申請ができない

⚫ 従前から自動車のオプションパーツを「登録前」に装着した場合、手続きが必要。「登
録前」の装着であっても、手続き無しにして欲しい。

事業者の声

新車及び中古新規検査時におけるオプションパーツの取扱い

Ｐ１２５～

Ｐ１８３～



オプションパーツの例

新規検査時におけるオプションパーツの取扱いの変更について

≪オプション取付け≫
完成検査時と相違のため現車提示が

必要

機構が保安基準適合性を審査

完成検査 完成検査証 車検証

＋

車両

自動車メーカー 自動車ディーラー 運輸支局（新規登録） 新規登録後

≪オプション取付≫

一定範囲内の寸法の増加等
の改造の場合は機構への現
車提示が不要
（日米協議を踏まえ平成７年に措
置）

⚫ 従前、新規登録前にオプションパーツを取付けた場合、自動車技術総合機構（機構）に現車提示が
必要。

⚫ このため、自動車ディーラー等は、ユーザーとの販売契約が終了しても、新規登録が終了するまでオ
プションパーツの取付け作業に着手できない。

⚫ 整備士不足等を背景に、計画的な作業を実施したいとの自動車ディーラー等の要望を踏まえ、一定
の範囲内のオプションパーツの取付けであれば、機構への現車提示を不要とする

（令和８年１月施行）。

＜今回措置＞
一定範囲内の寸法の増加等のオプショ
ンパーツの取付けであれば、機構への
現車提示を不要とする

完成検査証 ナンバープレート

〔エアロパーツ
類〕

〔バイザー類〕

〔ルーフ・ラック
類〕

〔泥よけ類〕

完検証・保適を有効とし機構での現車審査不要 ２



認める例 （以下に該当するもの） 認めない例 （以下に該当するもの）

（２）オプションパーツとして国の指定を受けていない部品の中で、
以下全ての条件を満たすもの
 ① 保安基準に抵触しないもの
 ② 車両の全長±３ｃｍ・全幅±２ｃｍ・全高±４ｃｍの範囲に収ま
るもの

③ 車両の重量±100kg（普通・大型特殊）又は±50kg（小型・軽）
の範囲に収まるもの

（１） オプションパーツとして国の指定を受けている部品 左欄 （１）及び（２）以外の部品

・騒音・排ガス規制に影響

・指定外部品で長さ幅など
が一定の範囲を超える
・保安基準に抵触
（突起物）

・保安基準に抵触
（視野遮へい）

【例】 【例】

オプションパーツ例



騒音・排ガス規制に影響のある改造

完成検査終了証 無効（持ち込み検査が必要）

保安基準適合証
（中古新規の車両）

指定部品もしくは一定の範囲内の場合は
構造等に関する事項に変更がないものと
して交付可能（※１、※２）

保安基準適合証
（継続検査）

指定部品もしくは一定の範囲内の場合は
構造等に関する事項に変更がないものと
して交付可能（※１）

＜注意事項＞
※１ 騒音・排ガス規制に影響のある改造をした車両について保安基準適合証を交付
する場合は、排気騒音の基準や排出ガスの基準について、原則、書面などによる確
認が必要です。

※２ 中古新規の車両に保安基準適合証を交付する場合、自動車検査証の
寸法や重量は登録識別情報等通知書等に記載されている値になります。
登録識別情報等通知書等に記載されている値から変更する場合は、保安
基準適合証を交付せず、検査コースに現車を持ち込んで新規検査又は予
備検査を受検してください。

騒音・排ガス規制に影響のある改造



① 簡易な取付方法により自動車部品を装着した場合
② 指定部品を固定的取付方法により装着した場合
③ 指定部品を恒久的取付方法により装着した状態、又は、指定外部品を固定的取付方法若しくは恒

久的取付方法により装着した状態において、当該自動車の長さ、幅及び高さ並びに車両重量が、
完成検査終了証又は登録識別情報等通知書等に記載されている値に対して、次表の種別に応じ
て適用される項目ごとのいずれの範囲内にも含まれる場合

項目 範囲 種別

長さ ±3cm
検査対象軽自動車、小型自動車、
普通自動車、大型特殊自動車

幅 ±2cm

高さ ±4cm

車両重量
±50kg 検査対象軽自動車、小型自動車

±100kg 普通自動車、大型特殊自動車

「完成検査終了証が発行された自動車及び一時抹消登録等がされた自動車に係る
自動車部品を装着した場合の新規登録等における取扱いについて（依命通達）」
（令和７年１２月１２日付け国自整第１８１号）
（抜粋）
１．（２）
次の各号の一に該当する場合には、新規検査等を行う自動車に発行され譲渡された者の完成検査終了証を
無効としないと取り扱うとともに、一時抹消登録等を行った自動車に対し構造等に関する事項に変更等がない
ものとして指定整備事業者が保安基準適合証の交付を可能とする又は交付された保安基準適合証を無効と
しないものとする。

保安基準適合証の取扱い

Ｐ１２６

Ｐ１８４



一時抹消登録を受けた自動車に対し保安基準適合証を交付する
場合の取扱いについて
（現車の提示を省略できる自動車を除く。）

１．保安基準適合証の提出
新規検査・予備検査に際し、現車提示とともに保安基準適合証を提
出することができる。（保安基準適合証を自動車検査票（新規検査
用）に添付のうえ、その他必要な書面を添付し、現車を提示するこ
と。）

保安基準適合証の取扱いについて(中古車）

Ｐ１１５

２．保安基準適合証及び同控
（１）余白部に㊥と記載する。
（２） 「登録番号又は車両番号」欄
及び「保険期間」欄については、
斜線を引く。



３．指定整備記録簿

（１）余白部に㊥と記載する。
（２）検査受検時に提示する。

４．手数料納付書及び自動車検査票

余白部に㊥と記載する。

５．保安基準適合証の交付範囲
別紙を参考とする。（詳細は次頁）

保安基準適合証の取扱いについて(中古車）



保安基準適合証等の交付範囲 別紙

※現車の提示を省略できない自動車の場合、

紙の保安基準適合証を交付してください。
電子保安基準適合証では処理できません。

一時抹消登録を受けた自動車について
Ｐ１１６



保安基準適合証の取扱いについて(中古車）

○改正概要 （施行日 平成２８年２月１日）

○ 一時抹消登録を受けた新規登録をする小型貨物自動車
であって、最大積載量が1000kg以下、車体の形状欄
がバン又は三輪バン は、保安基準適合証が交付でき、保
安基準適合証の提出をもって自動車の提示にかえることがで
きる。 （現車提示不要）

○一時抹消登録を受けた新規登録をする専ら乗用の用に供
する乗車定員１０人以下の自動車であって、自家用
又は事業用のみを変更する場合、保安基準適合証が交
付でき、提出をもって自動車の提示にかえることができる。

     （現車提示不要）

※構造等に関する事項に変更がないことが条件です。

Ｐ１１７



保安基準適合証等の交付範囲（中古車）

注意

① 乗車定員１１人以上の普通自動車及び小型自動車

② 専ら幼児の運送を目的とする
普通自動車及び小型自動車

③ 三輪の小型自動車（乗用）

④ 広告宣伝用自動車その他特種の用途に供する
普通自動車及び小型自動車

⑤ 大型特殊自動車

次の自動車は現車提示を省略できません。

〔道路運送車両法第７条第３項第３号、道路運送車両法施行規則第２条の３関係〕

Ｐ１１７



保安基準適合証等の交付範囲

次の①から③に該当する場合には、
「用途」について「構造等に関する事項」に変更がないものとなります。

① 貸渡乗用自動車⇄乗用自動車
（乗車定員１０人以下）

② 貸渡貨物自動車⇄貨物自動車
（小型貨物、積載１ｔ以下、バン・三輪バン、軽自動車）

③ 貸渡 特種自動車⇄特種自動車
（軽自動車）  

Ｐ１１８



指定自動車整備事業者における年次検査について

年次検査とは？

◆ 自家用車活用事業の用に供する自家用車及び旅客を運送する自動車運送事

業の用に供する軽自動車は、継続検査に加えて、有効期間の満了する日か

ら起算して、14か月前から12か月前までの間に、「年次検査」を受け、

保安基準に適合することを確認する必要があります。

◆ 年次検査は、最寄りの自動車技術総合機構・軽自動車検査協会で実施され

るほか、指定自動車整備事業者も実施できます。

18

自家用車活用事業とは

◆ 日本版ライドシェアと呼ばれる、地域交通の「担い手」「移動の足」不

足解消のため、令和６年３月から開始されたタクシー事業者の管理の下

で、自家用車・一般ドライバーを活用した運送サービスです。

Ｐ２０４～２０６

Ｐ２２９、３８５～３９５、３９８～４０９



指定自動車整備事業者における年次検査について

◆ 年次検査は依頼者から年次検査を受ける旨の書面等により依頼されます。

依頼者→法人タクシー事業者

当該法人タクシー事業者の管理下にある自動車の使用者

◆継続検査と同様の流れ・内容で、年次検査を行います。

◆点検整備は、事業用自動車の項目を使用してください。

◆検査に合格すれば、｢年次検査合格証｣を交付してください。

◆指定整備記録簿の備考に｢年次検査｣の旨を記載してください。

入

庫

点
検
整
備

年
次
検
査

合
格
証
交
付

※赤字の部分が継続検査と少し違います。

指
定
整
備
記
録
簿

へ
の
記
録
・
保
存
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指定自動車整備事業者における年次検査について

20

◆ 年次検査合格証の様式は国土交通省ＨＰで入手のうえ、ご活用ください。

なお、参考資料やＦＡＱもございますので、ご確認ください。

https://www.mlit.go.jp/jidosha/jidosha_tk9_000071.html

https://www.mlit.go.jp/jidosha/jidosha_tk9_000071.html


２．OBD検査関係



OBD検査の対象車について

・令和３年１０月１日以降（輸入車：令和４年１０月１日以降）の新型車
で、車検証の備考欄に「OBD検査対象」と記載された車両が対象。

OBD検査は令和６年１０月（輸入車：令和７年１０月）より実施

電子車検証券面備考欄
・「OBD検査対象」のみ記載

電子車検証ICタグ内
・「OBD検査対象車」及び
「OBD検査開始年月日」を記録

Ｐ３１８



OBD検査対象装置一覧※１（令和７年６月１７日時点）
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OBD検査に関連する情報等



車両ECUから読み出される車台番号等の取扱い

OBD検査時にOBD検査システムと通信する

際に車両ECUに記録されている車台番号等の

情報が読み出され、「特定DTC照会アプリ」

の画面上に自動表示されます。（右図参考）

車両ECUから読み出される車台番号等の情報

とOBD検査との関係性等は以下のとおりです。

OBD検査対象車であれば国産車、輸入車ともに車両ECUに記録された車台番号
等の情報と車検証に記載されている車台番号は基本的には一致する。

ただし、ごく稀に車検証に記載されている車台番号と車両ECUに記録された車
台番号等の情報が異なる車両や、車両ECUに車台番号等の情報が記録されてい
ない車両が存在する。

車検証に記載されている車台番号と車両ECUに記録された車台番号等の情報の
表記が異なる車両や車両ECUに車台番号等の情報が記録されていない車両であ
っても、OBD検査の合否には影響はない。

車検証に記載されている車台番号を真としOBD検査又はOBD確認を行うこと。



OBD検査用サーバーに接続できない場合の特例措置

OBD検査サーバーの障害又は通信障害若しくは電力障害により
、OBD検査用サーバーに接続してOBD検査を実施できない場合

➢ 特例措置を適用する場合は、異常を示すテルテールが点灯又
は点滅してないことにより、基準に適合するものとして取り扱っ
てよい。※指定整備記録簿の記載等も必要
（保安基準適合証交付可能）

➢ 特例措置を適用できない場合は、
保安基準適合証は交付できない。

（体制が整うまでの間は持込検査が必要）

Ｐ１７２～１８４



特例措置適用判断の流れ

①

②

③

Ｐ１７７
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OBD検査用サーバーに接続できない場合の特例措置

Ｐ１７９
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OBD検査用サーバーに接続できない場合の特例措置

Ｐ１８０
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OBD検査用サーバーに接続できない場合の特例措置

Ｐ１８１
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OBD検査用サーバーに接続できない場合の特例措置

Ｐ１８２
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OBD検査用サーバーに接続できない場合の特例措置

Ｐ１８３、１８５～
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OBD検査用サーバーに接続できない場合の特例措置

OBD検査特例適用
確認日：令和●年●月●日

○時○分
テルテール点灯・点滅なし
（特例番号：UD12-241234-123）

Ｐ１８４



指定工場におけるOBD検査の判定フロー

※１ 指定整備において、外部委託でき
る作業は以下の通り 

・機械加工 ・鍛冶 ・メッキ
・溶接 ・タイヤの修理 

・車枠及び車体の修理 

・電気装置の修理 ・計器の修理 

・自動変速装置その他特殊な部品の
修理 

・電子制御装置整備の構内外注又は
一部外注

 ※２ DTCを消去する作業のみであれ
ば、 「自動変速装置その他特殊な部
品の修理」に該当し、外部委託が可能

 例） 「スピードメータ検査実施後に
ABSのテルテールが点灯、その後テ
ルテールは消灯しても特定DTCが残
る現象」 について、当該特定DTCを消
去する作業 

Ｐ１９４～１９５

Ｐ３１３～３１４



運転席のドアを開けた状態でＯＢＤ検査が実施できない車両について

ＯＢＤ検査については、原動機を始動させ、アイドリング状態（電気自動車又はハイブリッド自動車にあ

ってはパワースイッチを操作し、走行可能状態（ＲＥＡＤＹの状態））で行うこととされております。 

ただし、ＯＢＤ検査対象のうち別紙の車種について、運転席のドアを開けると、一定時間経過等により自

動的にエンジン停止状態（ＲＥＡＤＹ ＯＦＦの状態）となり、ＯＢＤ検査を正しく実施できなくなる可能性

があることが確認されたので、当該車種のＯＢＤ検査を実施する際はご注意ください。 

なお、以下に示す状態であれば、アイドリング状態（ＲＥＡＤＹの状態）を維持し、ＯＢＤ検査を正しく

実施することが可能です。

ＢＭＷ／ＭＩＮＩ

１－１．該当車種

同社製ＯＢＤ検査対象型式のうち電気自動車、ハイブリッド自動車の
全て。

１－２．該当車種における仕様

１－１．の車種において、運転席のドアを開けると自動的にエンジン
停止（ＲＥＡＤＹ ＯＦＦ）状態となる。

１－３．該当車種においてＯＢＤ検査を正しく実施する方法

 以下のいずれかに示す状態であれば、１－２．の仕様を回避してア
イドリング状態（ＲＥＡＤＹの状態）を維持し、ＯＢＤ検査を正
しく実施することが可能。

① 運転席のドアを閉めた状態

② 以下の手順を実施した状態

イ） 車室内に有効なリモートコントロールキーがある状態で、運転
席のドアを開ける。

ロ） ブレーキを操作しない状態で、スタート／ストップボタンを0.8
秒以内に３回押し、診断モードにする。

 ※１ 診断モードに入ると、メーター内に「診断モードが有効です
」と短時間表示される。（ハイブリッドモデルでは、エンジン警
告灯が点灯する場合がある。）

 ※２ 診断モードを終了する場合は、スタート／ストップボタンを
押す、又は運転席のドアを閉じる。（後者では診断モードが終了
しないモデルもある。） 

メルセデス・ベンツ

２－１．該当車種

同社製ＯＢＤ検査対象型式の全て。

２－２．該当車種における仕様

２－１．の車種において、運転席のシートベルトを非装着状態かつ運
転席のドアを開けた状態で３分または２０分（型式・年式によっ
て仕様が異なる）経過すると、自動的にエンジン停止（ＲＥＡＤ
Ｙ ＯＦＦ）状態となる。

※ 当該仕様によりエンジン停止（ＲＥＡＤＹ ＯＦＦ）状態となる前
に、インストルメント・クラスタ上にその旨が表示される。

２－３．該当車種においてＯＢＤ検査を正しく実施する方法

以下に示す状態であれば、２－２．の仕様を回避してアイドリング状
態（ＲＥＡＤＹの状態）を維持し、ＯＢＤ検査を正しく実施する
ことが可能。

① 運転席のドアを閉めた状態

② 運転席のシートベルトを締めた状態（着座しているかどうかは問
わない）

Ｐ１９６～１９７



３．監査結果・行政処分関係について



1 監査結果・行政処分関係

監査の種類 立入 書監 計

監査事業場数 ２１３４ ４８３ ２６１７

良好 １７１８ ４２３ ２１４１

行政処分 ２ ０ ２

文書警告 １２ ０ １２

口頭注意 ４０２ ５９ ４６１

令和７年度指定整備事業者監査結果一覧表（近畿運輸局管内）

Ｐ３０７



指摘事項・立入（４６２件）

近畿運輸局管内

1 監査結果・行政処分関係

１ 記録簿関係
２ 法令遵守関係
３ 検査実施関係
４ 整備内容
５ 適合証関係
６ 設備関係
７ その他

３９２件
３２件
２７件
４件
３件
１件
３件

Ｐ３０７～



★国土交通省及び地方支分部局のホームページに点在する
事業者の過去の処分歴などの「ネガティブ情報」を一元的に
集約したポータルサイトを平成19年10月1日からホームページ
上に開設しました。
事業者の名称を入力するだけで、事業者の過去の処分歴一覧
を簡単に検索できるシステムです。

国土交通省ネガティブ情報等検索サイト



処分を受けた事業者の再発防止策

法令遵守のための取り組みについて

例：○ 検査員の知識不足

不正改造となっているか知識不足により判断ができなかった。

○ 事業場管理責任者の管理不足

不正改造車が入庫していることを事管は知らず、改善されたか
どうか確認しなかった。

○ 事業者の管理不足

検査員任せにしていた。検査員、工員に対して、十分な教育を
実施していなかったため、検査員は判断を誤ってしまった。工員
も気づかなかった。

○顧客対応の誤り

検査員は不当要求（不正改造のまま車検を通せ等）に屈してし
まった。

① 原因の究明

➢ なぜ違反に至ったのかの原因を徹底的に追求する



法令遵守のための取り組みについて

② 原因に対する再発防止策の策定

➢ 原因に対して、再発防止策を策定し、事業者全体で実施す
ることにより同じ過ちを繰り返さない体制を構築

例：○ 検査員の知識不足

従業員教育を実施し、法令遵守する知識、保安基準の知識の勉強

○ 事業場管理責任者の管理不足

適時、取扱い車両の入庫状況を確認、入庫車両の整備状況を把握

○ 管理体制の見直し

不在時に適合証は交付しない体制、完了状態を写真に撮り保存

○ 事業者の管理不足

本社が各事業場に内部監査を実施、毎朝ミーティングを実施

○ 顧客対応の誤り

不当要求があっても断ることができるよう専門家から研修受講、従
業員からの通報制度など風通しの良い社内体制の構築

処分を受けた事業者の再発防止策



指定整備記録簿のよくある記載誤り
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目視等による検査

目視等による検査欄

Ｐ２３７～２３９



特殊な構造及び装置を有する場合は、

定期点検項目以外にメーカーが指定する点検項目を追
加する。

この場合、あらかじめ依頼者に必要と認められる点検
の内容を説明し、了解を得る。
（例）
ハイブリッド車インバーターの水量・水漏れ

（マツダ、トヨタ等）
ＫＦエンジンのタイミングチェーンの状態

（ダイハツ）
※整備要領書を確認し、定期点検項目以外の点検が
必要な場合等に実施してください。

特殊な構造及び装置を有する自動車の点検

Ｐ７～９、Ｐ１３～１５、Ｐ３４１～３４３

特種な構造及び装置を有する自動車の点検



指定整備記録簿の記載方法について（その他欄）

・現車と自動車検査証の備考欄の記
載内容に相違がないか十分に確認。

【記載事項の例】
・「土砂禁」

・「燃料タンクの個数、容量」

・改造車における改造内容

・「緊急自動車」
（←赤色回転灯の装着）

・「道路維持作業用自動車」
（←黄色回転灯の装着）

・「車いす固定装置付 ◯基」

指定整備記録簿 Ｐ２２２



4 指定工場に関連するお知らせ



56

フィルム類が装着された自動車の取扱いに係る留意事項

１．自動車ユーザー保護の観点からの留意事項

・自動車ユーザーに対してフィルム類を剝がす必要がある旨の説明を
行う際には、可視光線透過率の計測を行い、計測結果を用いて丁寧
かつ明確に説明すること。
・自社で計測ができない場合にあっては、当該フィルム類が装着され
た状態では自社で保安基準適合性の判断ができない旨とその理由を
自動車ユーザーに対し丁寧かつ明確に説明すること。

２．計測器の適切な取扱いに関する留意事項

・測定器の取扱説明書等に基づき、正しい手順で計測すること。
・計測前には必ず当該機器の校正手順に基づき校正を実施し、精度
が確保された状態で計測すること。
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前照灯の検査の取扱い係る留意事項

Ｐ１３１

近畿管内の各検査場では、
令和８年８月１日からすれ違い用前
照灯（ロービーム）の審査方法が変
更となっております。

一方、指定自動車整備事業における
前照灯の検査の取扱いについては、
従前から変更はございませんので、
P１３１～の取扱いをあらためてご認
識いただきますようお願いいたしま
す。



受付（受入）で必ず車検証のICタグを読み取り、車検証
情報を確認することを事業場内で徹底してください。

電子車検証の同一性確認いに係る留意事項

「自動車検査証記録事項」にはICタグの内容も
含めたすべての車検証情報が記載されます。



更新した自動車検査証の記載内容の確認のお願い

更新した自動車検査証の記載内容の確認

継続検査の際、更新した自動車検査証を受け取った

ときは、必ず車検証の備考欄の記載内容（特に、
走行距離、点検整備実施状況、指定番号）に
誤りがないか確認してください。

電子車検証となるため、更新した自動車検査証の
記録内容の確認は、「車検証閲覧アプリ」を使用
してご確認ください。



自動車検査証記録事項について

60

「自動車検査証記録事項」の継続検査窓口でのお渡しは
令和7年12月末で終了しています。

なお、登録部門における窓口申請（新規登録・移転登録・変更登録他）に
ついては、令和9年12月末までとなります。

※ 「自動車検査証記録事項」は、車検証のように車両運行時に自動車に備え付ける義務はありません 。電子
車検証のICタグに記録され、券面で確認できない事項を容易に確認できるよう、電子車検証の交付時に
補助的にお渡ししているものです。

◼ 運輸支局・事務所の窓口付近に設
置した端末で「自動車検査証記録
事項」を印刷することができます。

◼ 従来通り、お手持ちのPCやスマホ
で「車検証閲覧アプリ」からPDF
データをダウンロードすることがで
きます。

車検証閲覧アプリ

Ｐ３９７



次回自動車重量税額照会サービスについて
Ｐ１２９～１３０

https://www.nextmvtt.mlit.go.jp/nextmvtt-web/
https://www.nextmvtt.mlit.go.jp/nextmvtt-web/


検査標章の貼付位置の変更について

検査標章の貼付位置が、前方かつ運転者席から見やす
い位置に変更になりました。（令和5年7月3日～）

Ｐ１３９



記録等事務委託制度
Ｐ１４３～１６８



記録等事務の委託手続



手続は記録事務代行ポータルから

URL：https://www.kirokujimu-portal.mlit.go.jp/#/

https://www.kirokujimu-portal.mlit.go.jp/#/
https://www.kirokujimu-portal.mlit.go.jp/#/
https://www.kirokujimu-portal.mlit.go.jp/#/


新しい車検証を受け取るため出頭

運輸支局等
３０分 １５km

３０分～
１時間

１日あたり ２時間
月間 2×20日＝ ４０時間
年間40×12月＝４８０時間

レターパック代(年間)：600円×2,770台＝1,662,000円
（お客さんに車検証を送付する場合）
※ある大型車ディーラーにおける今年4月から9月までの更新件数1,385台

時給1,500円と仮定すると720,000円

ガソリン代：１日 ３２０円
月間 ６，４００円
年間７６，８００円

燃費15km/L、ガソリン代160円/Lと仮定

その他：出頭代行手数料、バイク便代、運輸支局出頭要員削減 など
顧客側では、車両預かり期間短縮、来店回数の低減、車検証搭載・検査標章貼付け手間の低減 なども期待されます

みほん

記録等事務代行のメリット（指定自動車整備工場）

制
度
活
用
に
よ
る
削
減
効
果

３０分 １５km

削減！

削減！

削減！

※取り扱い台数は一例です。

労働力

燃料費

郵送代



Kinki District Transport Bureau of MLIT

自動車の登録・検査手続のDX
（令和８年６月更新版） 

国土交通省

物流・自動車局自動車情報課

令和８年６月

本資料の内容は現時点の構想のため、今後変更があり得ます

Ｐなし



課題と目指す方向

⚫ 現在、「紙」が中心の登録・検査手続の「デジタル化」を推進し、申請者等の利便性向
上を図ります

⚫ 具体的には、①ＯＳＳの更なる利便性向上、②支局窓口の利便性向上・混雑緩和、③
受検条件（納税等）を事前確認できる環境の整備を図ります

課題 目指す方向

① ＯＳＳにまだ不便が残る
（休日非対応、添付書類提出のため出頭が必要等）

② 支局窓口が紙申請が多く不便、混雑

③ 受検条件（納税等）確認が困難

１．ＯＳＳの更なる利便性向上

２．支局窓口の利便性向上・混雑緩和

３．受検条件を事前確認できる環境の整備



１．ＯＳＳの更なる利便性向上



1-1．OSS申請の平日夕方・土日祝日審査対応

令和１０年１月（次期システム稼働日）

⚫ 記録等事務代行者が行う以下の手続きのOSS申請について、新たに以下の時間帯も審査・承認を行います

・ 券面変更を伴わない変更・移転登録、記録事項変更 ： 平日（16:00～17:00)

・ 指定整備継続検査 ： 平日（16:00～18:00） 及び 土日祝日（10:00～18:00）

１．対象手続き ・ 対応時間

※1 いずれも昼休みを除く
※2 年末年始（12月29日から1月3日まで（連続する前後の土日祝日を含む））、ＧＷ（4月29日及び5月3日から5月5日まで（連続する前後の土日祝日を含む）及びお盆（8月11日及び

 8月13日から8月16日まで（連続する前後の土日祝日を含む））及びメンテナンス日（緊急の場合を除き、X週間前にOSSポータルサイトで周知）を除く

（１）検査の時間外の対応は、以下の通りです（※通常開庁時間内と対応が異なります）
・ 申請に不備がある場合、「審査保留」ステータスとなり審査が停止します。この場合、AINAS上では「審査保留」のステータスが

  表示されます。審査保留となった原因については、主なものは表示されますが、表示されない場合もあります
・ 審査保留となった場合、申請を一旦取り下げ、修正して再送信することが可能です（手数料はかかりません）
・ 審査保留となった申請は、翌営業日以降、申請時にOSS画面で選択した「申請先の運輸支局等」により処理されます
・ 時間外は、職員による補正、問い合わせへの対応等は行わず、支局も開庁しません。登録も同様です。

（２）時間外に、システムトラブル等が発生した場合、復旧は翌営業日以降となることがあります

登録 対象手続 対応支局

通常 平日 8:45～16:00※1 全ての手続き 使用の本拠の位置を管轄する運輸支局等

時間外 平日 16:00～17:00
券面変更がない変更・移転登録、記録事項変更
（記録等事務代行者によるOSS申請に限る）

使用の本拠の位置を管轄する運輸支局等

検査 対象手続 対応支局

通常 平日  8:45～16:00※1 全ての手続き 最寄りの運輸支局等

時間外
平日  16:00～18:00

土日祝日※2  10:00～18:00※1

継続検査
（記録等事務代行者によるOSS申請に限る）

当番運輸支局等

２．留意点

３．運用開始時期



２．支局窓口の利便性向上・混雑緩和



2-1. 検査窓口の「完全」ペーパーレス・キャッシュレス化①

運輸支局の検査窓口における手続 （指定・持込） （指定整備はOSS申請を活用いただくことが望ましい）

現行 見直し後

申請書 OCRシート 自動受付機で読取

手数料、重量税の納付 印紙 クレジットカード※1、二次元コード※2 又は RICPA

検査結果（持込の場合） 自動車検査票（紙） （システム間で自動転送）

有効期間の更新 支局窓口で車検証交付 自動更新機（持込検査の場合、ドライブスルー）

自賠責保険 自賠責保険証明書（紙） e-JIBAI又はOne-JIBAI（要事前登録）

保安基準適合証（指定の場合） 保安基準適合証（紙） 電子保安基準適合証（要事前登録）

１．対象手続き 

⚫ ①自動受付機の導入（OCRシートの廃止）、②キャッシュレス決済の導入（印紙の廃止）、③ドライブスルーの自動
更新機の導入により、検査窓口の「完全」ペーパーレス・キャッシュレスを実現します

⚫ 「紙」の保安基準適合証及び自賠責保険証明書の取扱いは原則廃止するため、「電子保安基準適合証」及び 「
e-JIBAI」又は「One-JIBAI」の事前登録が必要となります

２．提出書類の電子化方針

３．自動受付機

検査窓口では、「自動受付機」でチェックインします（自動受付機は、支局窓口と振興会窓口に設置予定）

① 予約確認
② 受検者情報 ： RICPA（認証工場）、マイナンバーカード※３又は運転免許証※３の読取
③ 車両情報 ： 電子車検証のQRコード又はICタグの読取
④ 手数料の納付 ： キャッシュレス

※3 マイナンバーカード及び運転免許証は、読取の際に暗証番号が必要です ※4 これらに拠りがたい場合には、窓口で受付を行います

※1 VISA、Master、JCB、American Express、Diners。お支払い情報事前登録サービスでクレジットカードの事前登録が必要です ※2 PayPayを想定

（QRコードは株式会社デンソーウェーブの登録商標です）



2-1. 検査窓口の「完全」ペーパーレス・キャッシュレス化②

令和１０年１月（次期システム稼働日）

５．運用開始時期

（指定整備の継続検査）
⚫ 指定整備の継続検査では、自動受付機でチェックインを行い、その後審査が終了次第、
申請者が自ら庁舎内の自動交付・更新機を用いて車検証の有効期間を更新します

（点検整備の実施状況の確認）
⚫ 自動受付機への入力の結果、点検整備の実施状況を確認する必要があると認める場合
には、窓口に案内し、職員が点検整備記録簿の提示を求めます

⚫ 法定点検を実施せずに継続検査を受検した場合（いわゆる「前検査」）、検査標章（ステ
ッカー）にその旨が記載されます

（自動受付機で取り扱うことができない特殊な申請）
⚫ 自動受付機で取り扱うことができない特殊な申請については、整理番号を発券の上、窓
口で受け付けます
（この場合、自動受付機による受付よりも時間がかかる可能性があります）

（登録手続が必要な検査）
⚫ 登録手続も必要な検査（新規検査等）については、検査終了後、登録窓口の自動受付
機で再度チェックインしていただきます

４．その他の留意事項



申請準備 検査 車検証交付

予約確認
受検者情報の読取
（RICPA、マイナンバーカード又は運転免許証）
電子車検証の読取
キャッシュレス納付（手数料）

※ 以上のほか、点検整備の実施状況を確認する必要がある
場合には、職員が窓口で点検整備記録簿を確認

検査

有効期間更新

検査標章交付

キャッシュレス納付（重量税）

自動受付機
（支局窓口、振興会等窓口）

自動更新機
（検査コース付近）

コースへ
移動 ドライブスルー

指定整備（窓口）

持込検査

2-1. 検査窓口の「完全」ペーパーレス・キャッシュレス化③

受検車両情報等を
入力して予約

e-JIBAI又は
One-JIBAI
を事前登録

電子保安基準適合証及び
e-JIBAI又はOne-JIBAI

を事前登録

申請・受付

自社等

自社等又は窓口

自動受付機
（支局窓口）

受検者情報の読取
（RICPA、マイナンバーカード又は運転免許証）
電子車検証の読取

有効期間更新

検査標章交付

キャッシュレス納付
（手数料・重量税納付）

自動交付・更新機
（庁舎内）

交付可能通知

(プッシュ通知)

※ あらかじめ
連絡先を登録

電子書面審査
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３．受検条件を事前確認できる環境の整備



機構検査予約
システム

○ 次回重量税額
○ 次回手数料額
○ 自動車税納付状況
○ 放置違反金滞納状況
○ リコール情報

指定工場・認証工場

３．整備事業者による情報確認サービスの拡充

確認可能項目

○ 検査予約システム（機構）を通じて、①次回重量税額、②次回手数料額、③自動車税納付状況、④放置違反金滞
納状況、⑤リコール情報を確認できるようにします（受検条件確認サービス）

○ サービスの利用には、OBD検査用サーバーのID（事業場ID）が必要です。指定工場又は認証工場で、まだお持ち
でない方は、（独）自動車技術総合機構の「OBD検査ポータル」から事前に申請し取得してください。

令和１０年１月（次期システム稼働日）

２．運用開始時期

１．実現イメージ

※ OSS申請サービスからの利用については、実現可能性を検証中

※ 受検条件確認サービスを利用せず、検査予約システムのみを利用する場合、事業場IDは不要です。



受検条件確認サービス（イメージ）

○ 受検条件確認サービスは、OBD検査用サーバーのID（事業場ID）を取得した指定工場又は認証工場が利用可能
です。

○ サービスの利用に当たっては、自動車の使用者・所有者の同意を得てください※

※ 現在の「放置違反金滞納車情報照会システム」の同意書の様式を改正して、兼用して使用できるようにする方針です

自動車の
使用者・所有者

サービス利用の
同意

指定工場・認証工場

車検証情報

継続検査
の委託

【入力情報】

・ 認証工場コード

・ 事業場ID

・ 登録番号（全桁）

・ 車台番号（全桁）

・ 同意を得ている

・ ワンタイムパスワード

【出力情報】

・ 次回重量税額（車両重量等から機械的に計算）

・ 次回手数料額（車種等から機械的に計算）

・ 次回継続検査における自動車税納税証明書の
提出の要否※

・ 次回継続検査における放置違反金等を納付又は
徴収されたことを証する書面の提出の要否※ 

・ 次回継続検査におけるリコール（改善措置を講じ
ない場合、検査不合格となるものに限る）の改善
措置済証の提出の要否※ ※ 要・否のみ

サービス利用可能期間は、車検証の有効期間満了日の3ヶ月前から、新しい車検証
を交付するまでの間に限る



保安基準適合証の取扱い

これまでの説明のとおり、自動車所有者や自動車販売時業者の自動車
売買等における手続き負担の軽減を図るため、自動車保有関係手続の
ワンストップサービス（以下「ＯＳＳ」といいます。）の拡大をはじ
めとする自動車保有関係手続のＤＸ化を進めています。

今般、運輸支局等の検査窓口のＤＸ化のため、令和10年1月以降、検
査窓口における受付は「自動受付機」により行うこととし、検査窓口
で紙の保安基準適合証及び自動車損害賠償責任保険証明書の取扱いが
「原則廃止」されます。

Ｐ１７０

令和１０年１月までに

保安基準適合証の電子化

自動車損害賠償責任保険証明書の電子的な提示

への対応をお願いいたします。



ご清聴ありがとうございました。
皆様お疲れ様でした。

おわり
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